






１．農業とふるさと納税

  何か月か前の事務所通信にふるさと納税の記事が掲載され、何人かの方から「今までふるさと納税を
したことがなかったけど、今年はやってみたい。返礼品が欲しいけど、どうしたら良いの？」というお
声をいただきましたので、ふるさと納税の始め方についてなるべく簡単に書かせていただきます。なお
基本的な仕組みについては割愛させていただきます。
  手順としては、大きく分けて下記の６工程です。

①パソコン又はスマホ等でふるさと納税と入力して検索する
②ふるさと納税のポータルサイトを選ぶ
③選んだサイトに自分の情報を登録する
④返礼品を選ぶ
⑤寄付金額を支払う→とりあえず完了
⑥返礼品と寄付の証明書が送られてくるのを待つ

  ポータルサイトというのはふるさと納税の情報がまとまっている所です。
  現在主要サイトは１０サイト以上あり、サイトごとに独自のポイントが溜まる、Ａｍａｚｏｎギフト
券で還元する等の特典があったり、掲載されている自治体数が違ったりと特徴があります。
  たいていのサイトは返礼品がカテゴリ別、金額別、地域別、ランキング別になっていますので、そち
らを参考にしたり、自分が応援したい自治体や欲しいものを検索したりして選んで下さい。
  寄付金額の支払い方は選んだサイトがどのような支払方法に対応しているのかによりますが、銀行振
込、カード払い、コンビニ払い、電子マネー等色々な方法があります。ただし、年内に支払が完了しな
いといけませんので、年末ギリギリに実行する場合は支払が年内に完了できる方法を選択して下さい。
  返礼品によっては時間がかかる場合もありますし、期日が指定されているものもあります（秋に新米
を収穫したら送ります等）ので、返礼品と寄付の証明書が別々に送られてくることもありますから、証
明書をなくさないようにしてください。

  どうして農業会計室の記事でふるさと納税の始め方を取り上げるのかというと、ふるさと納税を利用
した方の大半が農産物を返礼品に選んでいるからです。
  ２０１９年（コロナ前）の統計では、６５％以上が肉・海産物・果物・米及びパンの４つのカテゴリ
を選んでおりますし、２０２０年（コロナ中）の統計では、５５％以上です。２０２０年は惣菜及び加
工食品のカテゴリが１０％程伸びているので、そこまで含めればほぼ横ばいです。おそらく今年も農産
物の人気は変わらないと思いますので、ご興味がある方は検索してみて下さい。
  農家サイドの方としても、返礼品として全国版のサイトに載り、そこからリピートにつながる可能性
がありますので、メリットはあります。ただし、発送が年末年始に集中する可能性が高く、年末年始は
ふるさと納税の返礼品の発送で手一杯という声もありますので、もし新たに始める際には発送のための
工数も考慮しておいた方がよいと思います。

２．農地法と法人での農業参入

　以前も記事にしましたが、こちらもお問い合わせが多いので、改めて簡単にまとめました。詳細が知
りたい方はお問い合わせください。

　平成２１年に農地法の大幅な改正がありました。改正のポイントは４つありました。

①農地を取得する際の下限面積（５０ａ）を緩和
②株式会社等の貸借での参入規制を緩和
③「農業生産法人」の要件を緩和
④農地確保のための措置の徹底
　そして平成２８年に③の「農業生産法人」の要件をさらに緩和し、呼称も「農地所有適格法人」に変
更されました。

　これらの改正により、農地を所有しなくても良い＝借りれれば良い場合は、基本的な要件（裏面の表
㋑）を満たす必要はありますが、「農地所有適格法人」ではない一般的な法人形態で行う事が可能にな
りました。
　また、農地を所有したい場合は「農地所有適格法人」の要件を満たさなければなりませんが、こちら
も裏面の表㋺のように要件が緩和されました。



表㋑

基本的な要件（１～３は個人・法人共通、４～６は法人）
１．農地のすべてを効率的に利用
機械や労働力等を適切に利用するための営農計画を持っていること
２．一定の面積を経営
農地取得後の農地面積の合計が、原則５０ａ（北海道は２ｈａ）※以上であることが必要
※この面積は、地域の実情に応じて、市町村の農業委員会が引き下げることが可
東信地域は特別な条件がある場合を除くと大体２０～３０ａ
３．周辺の農地利用に支障がない
水利調整に参加しない、無農薬栽培の取組が行われている地域で農薬を使用するなどの行為をしないこ
と
４．貸借契約に解除条件が付されていること
解除条件の内容：農地を適切に利用しない場合に契約を解除すること
５．地域における適切な役割分担のもとに農業を行うこと
役割分担の内容： 集落での話し合いへの参加、農道や水路の維持活動への参画など
６．業務執行役員又は重要な使用人が１人以上農業に常時従事すること
農業の内容：農作業に限られず、マーケティング等経営や企画に関するものであっても可
（農林水産省の資料より抜粋し、一部加筆）

表㋺

（農林水産省の資料より抜粋）

（農業会計室長　赤城　晶大）




